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  (証券コード3398)
  平成24年７月31日

株 主 各 位  
 石川県白山市松本町 2 5 1 2 番地

 株 式 会 社 ク ス リ の ア オ キ
 代表取締役社長 青木　保外志

第28回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第28回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同
封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年８月16日
（木曜日）午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成24年８月17日（金曜日）午前10時
２．場 所 石川県金沢市本町２-15-１
  ホテル日航金沢 ４階 鶴の間

（末尾の会場ご案内図をご参照ください)
３．目 的 事 項  
　 報 告 事 項 １．第28期（平成23年５月21日から平成24年５月20日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人
及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第28期（平成23年５月21日から平成24年５月20日まで）
計算書類の内容報告の件

　 決 議 事 項  
　 第１号議案 剰余金の処分の件
　 第２号議案 取締役８名選任の件
　 第３号議案 監査役２名選任の件
　 第４号議案 補欠監査役１名選任の件
　 第５号議案 役員賞与支給の件
　 第６号議案 取締役の報酬額改定の件
　 第７号議案 ストックオプションとして新株予約権を発行する件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申しあげます。
・代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を
代理人として、株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書
面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

・株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正をすべき
事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.kusuri-
aoki.co.jp）において、修正後の事項を掲載させていただきます。
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（添付書類）　
　

事　 業　 報　 告
（平成23年５月21日から平成24年５月20日まで）

　

１．企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及びその成果

当連結会計年度（平成23年５月21日から平成24年５月20日まで）における

わが国経済は、企業収益・雇用情勢に持ち直しの動きがみられるものの、欧

州の政府債務危機やデフレの影響などの景気の下振れリスクを内包した大変

厳しい状況にあります。個人消費につきましても、消費者マインドは持ち直

しがみられるものの、円高の進行や電力供給の制約などを背景とした将来に

対する不安感は依然として残り、先行き不透明な状況にあります。

当ドラッグストア業界におきましては、激しい出店競争や価格競争に加え、

平成21年６月の薬事法の改正に伴い、他業種の参入により医薬品販売の先行

きの厳しさなど、依然として厳しい経営環境が続いております。

このような環境の中、当社グループ（当社及び連結子会社）は、「健康と

美と衛生を通じて、社会から期待される企業作りを目指します。」という理

念の下、引続き、地域のお客様に支持される売場づくりに努めるとともに、

既存店の活性化に注力し、19店舗の全面改装を実施いたしました。

店舗の新設につきましては、ドラッグストアを石川県に３店舗、富山県に

４店舗、福井県に２店舗、新潟県に２店舗、群馬県に１店舗の合計12店舗の

出店を行い、さらなるドミナント化を推進するとともに、新規エリアとなる

群馬県へ新たに進出し、営業エリアを拡大いたしました。また、調剤専門薬

局を富山県に１薬局、ドラッグストア併設調剤薬局を石川県に４薬局、富山

県に２薬局、福井県に２薬局、新潟県に２薬局、長野県に1薬局の合計12薬局

を新規開設いたしました。

この結果、当連結会計年度末の当社グループの店舗数は、ドラッグストア

173店舗（うち調剤薬局併設店舗78店舗）、調剤専門薬局５店舗の計178店舗

となっております。

当連結会計年度の業績は、売上高761億35百万円（前期比17.7％増）、営業

利益35億21百万円（前期比62.7％増）、経常利益35億91百万円（前期比60.2％

増）、当期純利益20億62百万円（前期比96.8％増）となり、増収増益となり

ました。
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　商品部門別の売上高の概況は、次のとおりであります。

イ．ヘルス部門（医薬品や健康食品等）

　セルフメディケーション（自己治療）意識の高まりに応え、専門性の

強化と品揃えの充実を行ってまいりました。その結果、ヘルス部門の売

上高は137億46百万円（売上構成比18.0％、前期比5.8％増）となりまし

た。

ロ．ビューティ部門（カウンセリング化粧品やフェイスケア商品等）

　お客様の健康と美に対する関心の高まりに応え、品揃えの拡充やカウ

ンセリング化粧品・フェイスケア商品・ヘアケア商品の販売強化を行っ

てまいりました。その結果、ビューティ部門の売上高は171億７百万円

（同22.5％、同12.4％増）となりました。

ハ．ライフ部門（家庭用品やベビー関連商品等）

　お客様の利便性を考慮した品揃えの充実を図るために、主としてフー

ド商品やハウスキーピング関連商品の強化により一層努めてまいりまし

た。その結果、ライフ部門の売上高は377億38百万円（同49.6％、同

21.3％増）となりました。

ニ．調剤部門（薬局にて処方する医療用医薬品）

　新規にドラッグストア併設調剤薬局を11薬局及び調剤専門薬局1薬局を

開設するとともに、接遇の充実に努めてまいりました。その結果、院外

処方箋の枚数が増加し、調剤部門の売上高は75億42百万円（同9.9％、同

40.4％増）となりました。

　

②　資金調達及び設備投資の状況

　当連結会計年度の新規出店を含めた設備投資は、合計27億27百万円でし

た。これらに要した資金は長期借入金及び自己資金等で賄っております。
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(2) 財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区分
平成21年５月期

 第25期
　

平成22年５月期
第26期

　

平成23年５月期
第27期

　

平成24年５月期
第28期

(当連結会計年度)

売 上 高（千円） 49,421,220 53,994,013 64,690,808 76,135,600

経 常 利 益（千円） 1,788,059 1,721,219 2,242,561 3,591,775

当 期 純 利 益（千円） 974,046 932,856 1,048,249 2,062,765

１株当たり当期
純 利 益

（円） 125.52 120.21 135.08 265.73

総 資 産（千円） 22,027,728 25,117,328 28,796,323 33,824,906

純 資 産（千円） 7,505,620 8,286,152 9,180,240 11,082,728

（注）１．１株当たり当期純利益は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基

準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。

２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

期中平均発行済株式総数　平成24年５月期 7,762,499株

　

②　当社の財産及び損益の状況

区分
平成21年５月期

第25期
　

平成22年５月期
第26期
　

平成23年５月期
第27期
　

平成24年５月期
第28期

(当事業年度)

売 上 高（千円） 49,421,220 53,994,013 64,690,808 76,135,600

経 常 利 益（千円） 1,791,736 1,654,624 2,225,815 3,564,295

当 期 純 利 益（千円） 971,612 894,353 1,037,227 2,047,187

１株当たり当期
純 利 益

（円） 125.21 115.25 133.66 263.73

総 資 産（千円） 22,105,041 25,112,713 28,770,084 33,735,136

純 資 産（千円） 7,481,522 8,223,551 9,106,617 10,993,526

（注）１．１株当たり当期純利益は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基

準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。

２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

期中平均発行済株式総数　平成24年５月期 7,762,499株
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

　

②　子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 事 業 内 容

株式会社青木二階堂 10百万円 100％ 医薬品・化粧品等の販売

　

　

(4) 対処すべき課題

①　ドラッグストア業界の競争激化について

　ドラッグストア業界は、同業他社との出店競争や価格競争及び規制緩和

による他業態との競合がますます激化することは必至であり、経営環境は

さらに厳しい状況におかれるものと思われます。

　当社グループはこの厳しい経営環境において、確実に成長して利益を確

保し続ける強固な企業体質を構築するために、次のような課題に取り組ん

でまいります。

　店舗開発力を強化して、今後さらに多店舗出店を進めても店舗オペレー

ションの生産性が維持、向上できるように、人材の確保と育成を行ってま

いります。

　また、店舗オペレーションの生産性向上を支えるために、各種の業務シ

ステムの整備を推進して、顧客満足を実現できる適正な売場面積や品揃え

は何か、常に仮説を立案して、検証、修正及び実施というマネジメントサ

イクルを確立し運用してまいります。

　そして同時に財務体質の強化を図っていく所存であります。
　

②　薬剤師の確保及び登録販売者の養成について

　当社グループは医薬品の販売を行っており、調剤薬局を併設したドラッ

グストアの出店により、地域に密着した「かかりつけ薬局」を目指してい

るため、薬剤師の確保は重要な課題と認識しております。また、平成21年

６月の薬事法の改正に伴い、登録販売者の養成も重要な課題となっており

ます。

　これらの課題に対処するため、薬剤師の確保につきましては、薬学部在

籍者に対し、社内外での会社説明会や店舗見学を実施するなど、幅広くリ



－ 6 －

クルート活動を行っており、中途採用につきましても人材斡旋業者に仲介

を依頼する他に、ホームページや販促用チラシに募集広告を掲載する等、

積極的な採用活動を行っております。

　また、登録販売者の養成につきましては、ｅラーニングや、社内研修等

の教育体系を構築して、全社的に取り組んでおります。
　
　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお

願い申しあげます。　

　

　

(5) 主要な事業内容（平成24年５月20日現在）

　当社グループは、医薬品、化粧品、家庭用品等の販売と調剤薬局の経営を

主な事業としております。

　

　

(6) 主要な事業所（平成24年５月20日現在）

（本　社）石川県白山市松本町2512番地

（店　舗）石川県60店舗、富山県46店舗、福井県37店舗、

　　　　　新潟県24店舗、長野県10店舗、群馬県１店舗

（子会社）株式会社青木二階堂　石川県白山市松本町2512番地

　

　

(7) 従業員の状況（平成24年５月20日現在）

①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

991名 107名増

（注）　その他にパート従業員1,707名がおります。

　

②　当社の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

男 性 593名 102名増 33.8歳 5.6年

女 性 398名 46名増 30.8歳 4.8年

合計又は平均 991名 148名増 32.6歳 5.3年

（注）　その他にパート従業員 1,682名がおります。
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(8) 主要な借入先の状況（平成24年５月20日現在）

借 入 先 借　 入　 金　 額（千円）

株 式 会 社 北 國 銀 行 1,934,342

株 式 会 社 北 陸 銀 行 1,427,013

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 923,200

株 式 会 社 福 井 銀 行 651,041

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 485,606

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 117,200

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 92,584

　　

２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成24年５月20日現在）

①　発行可能株式総数 20,000,000株

②　発行済株式の総数 7,771,000株

③　株主数 4,507名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数（千株） 持 株 比 率（％）

有 限 会 社 二 階 堂 1,000 12.86

青 　 木 　 保 外 志 838 10.78

青 木 桂 生 800 10.29

イ オ ン 株 式 会 社 779 10.03

株 式 会 社 ツ ル ハ 405 5.21

青 木 宏 憲 300 3.86

クスリのアオキ従業員持株会 235 3.03

青 木 孝 憲 232 2.98

ビービーエイチ　フォー　フィデリティ　
ロー　プライスド　ストック　ファンド　
（プリンシパル　オール　セクター　サブ
ポートフォ　

223 2.86

有 限 会 社 三 和 薬 商 180 2.31

 （注）１.事業年度末日現在自己株式は保有しておりません。

 ２.持株比率は小数点第２位未満を切り捨てて表示しております。　
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(2) 新株予約権等の状況

①会社役員が有する新株予約権等のうち、職務執行の対価として交付された

ものに関する事項

(平成24年５月20日現在）

　
　

第１回新株予約権 第２回新株予約権

発行決議日　 平成21年９月４日 平成23年９月１日

新株予約権の数
425個

(取締役235個、使用人190個）
410個

(取締役80個、使用人330個）

新株予約権の目的とな
る株式の種類及び数　

普通株式　　　　   42,500株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式　　　　　 41,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに払込を要
しない　

新株予約権と引換えに払込を要
しない　

新株予約権の行使に際
して出資される財産の
価額

新株予約権１個当たり113,000円
（１株当たり1,130円）

新株予約権１個当たり116,300円
（１株当たり1,163円）

権利行使期間
平成23年10月１日から
平成25年９月30日まで

平成25年10月１日から
平成27年９月30日まで

行使の条件　 （注）１、２ （注）１

取締役（社外取締役を
除く）　

新株予約権の数　　　　145個
目的となる株式数　 14,500株
保有者数　　　　　　　 ５名

新株予約権の数　　　 　60個
目的となる株式数　  6,000株
保有者数　　　　　　 　６名

 社外取締役　
新株予約権の数　　　　 －個
目的となる株式数　　 　－株
保有者数　　　　　　　 －名

新株予約権の数　　　 　20個
目的となる株式数　　2,000株
保有者数　　　　　　 　２名

 監査役　
新株予約権の数　　　　 －個
目的となる株式数　　 　－株
保有者数　　　　　　 　－名

新株予約権の数　　　 　－個
目的となる株式数　　 　－株
保有者数　　　　　　 　－名

　（注）１．新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社の取

締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、対象者が当社又は当社

の関係会社の取締役又は監査役を任期満了により退任した場合及び従業員を定

年により退職した場合はこの限りではない。

　　　　２．平成24年５月20日現在における第１回新株予約権の当社取締役保有分は、新株

予約権発行時に当社執行役員の地位にあった時に付与された15個を含んでおり

ます。
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②事業年度中に使用人等に対して職務執行の対価として交付された新株予約

権等に関する事項

　 第２回新株予約権

発行決議日　 平成23年９月１日

新株予約権の数　
410個

(取締役80個、使用人330個）

新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式　　　　　 41,000株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額　 新株予約権と引換えに払込を要しない

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり116,300円

（１株当たり1,163円）　

権利行使期間　
平成25年10月１日から
平成27年９月30日まで

行使の条件　 (注)

当社使用人　
新株予約権の数　     　　330個
目的となる株式数　　　33,000株
交付者数　　　　　　　    33名

　（注)　新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係会社の取締

　　　　 役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、対象者が当社又は当社の関

　　　　 係会社の取締役又は監査役を任期満了により退任した場合及び従業員を定年によ

　　　　 り退職した場合はこの限りではない。

                            

③その他の新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。　
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成24年５月20日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 青 木 桂 生 株式会社ツルハホールディングス社外取締役

代表取締役社長 青　木　保外志  

代表取締役専務 青 木 宏 憲 営業本部長兼営業推進室長

常 務 取 締 役 垣 内 伸 彦 経営推進兼財務担当

常 務 取 締 役 三 沢 康 司 店舗開発部長

取 締 役 澤 野 和 彦 薬事担当

取 締 役 鶴 羽 　 樹

株式会社ツルハホールディングス代表取締役社長兼

社長執行役員

株式会社ツルハ代表取締役社長兼社長執行役員

株式会社くすりの福太郎取締役

取 締 役 井 元 哲 夫

イオンキミサワ株式会社社外取締役　

イオン株式会社執行役ドラッグ・ファーマシー事業

最高経営責任者

株式会社ツルハホールディングス社外監査役　

グローウェルホールディングス株式会社社外取締役

株式会社ＣＦＳコーポレーション顧問　

タキヤ株式会社社外取締役　

常 勤 監 査 役 田 中 誠 一  

監 査 役 隅 谷 　 護  

監 査 役 笹 野 　 守  

（注）１．取締役井元哲夫氏は、平成23年８月18日開催の第27回定時株主総会において、新たに

取締役に選任され就任いたしました。

　　　２．取締役鶴羽　樹氏、井元哲夫氏は、社外取締役であります。

３．監査役隅谷　護氏、笹野　守氏は、社外監査役であります。

４．当社は、監査役隅谷　護氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届出ております。　
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５．平成24年５月21日付をもって取締役の地位及び担当を次のとおり変更いたしました。

氏　　名 変更後 変更前

青 　 木 　 保 外 志 代表取締役社長兼社長執行役員 代表取締役社長

青 木 宏 憲 代表取締役兼専務執行役員営業本部長
代表取締役専務兼営業本部長
兼営業推進室長

垣 内 伸 彦
取締役兼常務執行役員（企業倫理・コ
ンプライアンス兼財務担当）

常務取締役（経営推進兼財務
担当）

三 沢 康 司 取締役兼常務執行役員店舗開発部長 常務取締役店舗開発部長

澤 野 和 彦 取締役兼執行役員薬事担当部長 取締役（薬事担当）

　

②　取締役及び監査役の報酬等

　　当事業年度に係る報酬等の総額

区　　分 支 給 人 員 支 給 額

取　締　役
（うち社外取締役）

９名
（３名）

173,698千円
（310千円）

監　査　役
（うち社外監査役）

３名
（２名）

9,750千円
（2,400千円）

合　　　計
（うち社外役員）

12名
（５名）

183,448千円
（2,710千円）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。なお、

使用人兼務取締役の使用人分の支給額（賞与を含む。）は12,325千円であります。

２．取締役の報酬限度額は、平成12年８月18日開催の第16回定時株主総会において年額200

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成15年８月18日開催の第19回定時株主総会において年額20

百万円以内と決議いただいております。

４．上記の支給額には、以下のものが含まれております。

・平成24年８月17日開催の第28回定時株主総会において決議予定の当事業年度に係る役

員賞与、取締役６名に対し28,000千円、監査役１名に対し1,000千円。

・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額、取締役６名に対し8,770千円、監査

役１名に対し350千円。

・ストック・オプションによる報酬額、平成23年８月18日開催の第27回定時株主総会終

結の時をもって退任した社外取締役１名を含む取締役９名に対し1,508千円（うち社外

取締役３名に対し310千円）。

　



－ 12 －

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

氏 名 重　要　な　兼　職　の　状　況

鶴 羽 　 樹（社外取締役）

株式会社ツルハホールディングス代表取締役社長兼社長執行
役員
株式会社ツルハ代表取締役社長兼社長執行役員
株式会社くすりの福太郎取締役　

井 元 哲 夫（社外取締役）

イオンキミサワ株式会社社外取締役
イオン株式会社執行役ドラッグ・ファーマシー事業最高経営
責任者
株式会社ツルハホールディングス社外監査役
グローウェルホールディングス株式会社社外取締役
株式会社ＣＦＳコーポレーション顧問　
タキヤ株式会社社外取締役　

（注）１．取締役鶴羽　樹氏は、株式会社ツルハホールディングスの代表取締役社長兼社長執行

役員を兼任しており、同社子会社である株式会社ツルハは当社株式数の5.21％を保有

する大株主であり、当社との間で業務・資本提携を行っております。

２．取締役井元哲夫氏は、イオン株式会社の執行役ドラッグ・ファーマシー事業最高経営

責任者を兼任しており、同社は当社株式数の10.03％を保有する大株主であり、当社と

の間で業務・資本提携を行っております。

３．（注）１．２．以外の兼職先と当社には、記載すべき関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

氏 名 主 な 活 動 状 況

鶴 羽 　 樹（社外取締役）

取締役会における審議、報告に際して、業務執行を行う経営
陣から独立した客観的視点と経験豊富な経営者の観点から発
言を行っております。取締役会17回開催のうち14回に出席し、
取締役会の席上以外でも、適時、代表取締役等に有益な意見
具申を行っております。

井 元 哲 夫（社外取締役）

取締役会における審議、報告に際して、業務執行を行う経営
陣から独立した客観的視点と豊富な他社の役員経験に基づく
観点から発言を行っております。平成23年８月18日就任以降
の取締役会13回開催のうち11回に出席し、取締役会の席上以
外でも、適時、代表取締役等に有益な意見具申を行っており
ます。

隅 谷 　 護（社外監査役）

取締役会及び監査役会における審議、報告に際して、地方行
政に携わった豊富な経験と見識から発言を行っております。
取締役会17回開催のうち17回、監査役会13回開催のうち13回
に出席し、取締役会・監査役会の席上以外でも、適時、代表
取締役・業務執行役員との意見交換の場において有益な意見
具申を行っております。

笹 野 　 守（社外監査役）

取締役会及び監査役会における審議、報告に際して、会社経
営に携わった豊富な経験と見識から発言を行っております。
取締役会17回開催のうち17回、監査役会13回開催のうち13回
に出席し、取締役会・監査役会の席上以外でも、適時、代表
取締役・業務執行役員との意見交換の場において有益な意見
具申を行っております。
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ハ．責任限定契約の内容の概要　

氏 名 責 任 限 定 契 約 の 内 容 の 概 要

鶴 羽 　 樹（社外取締役） 左記社外取締役及び社外監査役は、当社との間で以下の内容
にて責任限定契約を締結しております。
・社外取締役及び社外監査役が任務を怠ったことによって当
社に損害賠償責任を負う場合は、法令が定める額を限度と
して、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社
外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意で
かつ重大な過失がないときに限るものとする。

井 元 哲 夫（社外取締役）

隅 谷 　 護（社外監査役）

笹 野 　 守（社外監査役）

　

(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称 有限責任 あずさ監査法人

　

②　会計監査人に対する報酬等の額

 支　払　額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,000千円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,000千円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

　

③　会計監査人の解任又は不再任の決定方針

　当社は、会計監査人が(ｲ) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったと

き、(ﾛ) 会計監査人としてふさわしくない非行があったとき、(ﾊ) 職務の

執行に支障があり、又はこれに堪えないとき、のいずれかに該当すると認

められる場合、監査役会がその事実に基づき当該会計監査人の解任又は不

再任の検討を行い、解任又は不再任が妥当と判断した場合には、監査役会

規程に則り「会計監査人の解任又は不再任」を監査役全員の同意にて行う

か、又は株主総会の付議議案とすることを取締役会へ請求し、取締役会は

それを審議いたします。

　

④　責任限定契約の内容の概要

　当社と有限責任あずさ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づく、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりません。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は次のと

おりであります。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　取締役が法令及び定款を遵守し、社会規範に基づいた行動を取るための

行動規範として、「企業倫理規程」に則って、コンプライアンス強化のた

めの指針とする。反社会的勢力への対応については、同規程及び「反社会

的勢力排除規程」にその対応方針を明示し、反社会的勢力を排除する。

　また、取締役の職務執行が、法令及び定款に適合することを確保するた

めに、複数の社外取締役を選任する。

　

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　取締役の職務執行に係る情報は、「文書管理規程」に則って、適切に、

記録、保存、管理及び廃棄する。取締役及び監査役は、常時、これらの情

報を記録した文書等を閲覧できるものとする。

　

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　危機管理委員会（委員長　代表取締役社長）は、コンプライアンス、環

境、災害、品質及び情報セキュリティ等に係るリスクに対する対策を検討

して、「リスク管理規程」を制定し、同規程に基づいてリスク管理に関す

る研修の実施及びマニュアルの作成・配布等を行うものとする。

　危機管理委員会において対応策を検討していない新たなリスクが生じ、

そのリスクの影響が重大である場合には、速やかに取締役会に報告し、取

締役会において責任者を選任することにより、新たなリスクに対して迅速

かつ適切に対応していくものとする。

　

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社では、意思決定、監督及び執行の分離による取締役会の活性化のた

め執行役員制度及び本部制度を導入している。

　取締役会は、取締役及び従業員が共有する全社的な目標を定める。そし

て、同目標を達成するため、各本部長及び執行役員は、取締役会の同意を

得て、各部門の具体的な目標を設定し、「職務権限規程」に基づき業務執

行を行う。

　各責任者等は、全社的な目標に対する進捗状況を報告する。
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　また、取締役会に上程する議案は、事前に経営会議にて検討しておくこ

ととし、取締役会が効率的に運営される体制を構築する。

　

⑤ 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

　当社及びその子会社の経営管理については、「関係会社管理規程」を制

定し、それに準拠して行う。内部監査室は、子会社の経営状況等を監査し、

問題があると認めた場合には、取締役会及び監査役会に報告するものとす

る。

　

⑥ 使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　従業員が法令及び定款を遵守し、社会規範に基づいた行動を取るための

行動規範として、「企業倫理規程」に則って、コンプライアンス強化のた

めの指針とする。コンプライアンスの徹底を図るため、企業倫理・コンプ

ライアンス担当役員が各部門におけるコンプライアンスの取り組みを横断

的に統括し、総務部を中心に従業員教育等を行う。また、内部監査室は、

コンプライアンスの状況を監査し、上記活動を定期的に取締役会及び監査

役会に報告するものとする。

　また、法令上疑義のある行為等について、従業員が直接情報提供を行う

ための「公益通報者保護規程」に基づき社内通報制度を活用し、適正に運

営していく。

　

⑦ 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役会は、内部監査室の従業員に監査に必要な業務を命じることがで

きるものとする。監査役会より監査に必要な命令を受けた従業員は、上記

業務の遂行にあたって、取締役及び内部監査室長等当該使用人の属する組

織の上長の指揮命令を受けないものとし、それらの人事異動に関しては、

事前に監査役会と協議した上で、その同意を得なければならないものとす

る。

　

⑧ 取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への

報告に関する体制

　監査役は、当社の重要会議に出席することにより、業務執行状況を把握

する。また、監査役は、前記の会議に付議されない報告等の重要な書類を



－ 16 －

閲覧し、必要に応じて説明を受ける。

　取締役及び従業員は、法定の報告事項のみならず、当社に重大な影響を

及ぼす事実を知った場合には、速やかに監査役会に報告しなければならな

い。監査役会が、内部監査の実施状況及び「公益通報者保護規程」による

通報状況等の監査に必要な情報を適正に把握できる体制を整備する。

　

⑨ その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役会の意見形成の質を高めるために、社外監査役のうち１名は弁護

士を選任することを原則とする。

　監査役会による取締役及び執行役員からの個別ヒアリングの機会を年２

回以上設ける。また、監査役会と代表取締役の意見交換会及び監査法人と

代表取締役の意見交換会を定期的に開催する。

　

⑩ 財務報告に係る内部統制の整備及び運用のための体制

　企業会計審議会発表の「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関す

る実施基準」に基づき、「財務報告に係る内部統制の基本方針」を定める。

取締役会は、同基本方針に則り、「内部統制報告制度規程」を制定し、内

部統制委員会（委員長　代表取締役社長）を設置し、財務報告に係る内部

統制を整備し、継続的に運用する。

　総務部は、財務報告に係る内部統制のモニタリングを行い、内部統制委

員会は、そのモニタリング結果を踏まえて、財務報告に係る内部統制の有

効性判断の検討・承認を行う。

　

　　

　

　　

　　

　

　

　

　

　

　


本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成24年５月20日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

16,029,700

4,719,214

816,530

8,558,740

762,525

1,162,390

10,298

17,795,205

14,587,592

12,190,938

2,207

1,047,937

1,045,945

121,603

178,959

682,263

568,485

113,778

2,525,349

79,960

9,119

177,361

1,751,895

507,012

流 動 負 債 16,423,196

買 掛 金 10,770,166

短 期 借 入 金 1,351,073

未 払 法 人 税 等 1,017,931

賞 与 引 当 金 648,983

役 員 賞 与 引 当 金 29,000

ポ イ ン ト 引 当 金 964,313

そ の 他 1,641,730

固 定 負 債 6,318,981

長 期 借 入 金 4,279,913

退 職 給 付 引 当 金 68,568

役員退職慰労引当金 240,840

資 産 除 去 債 務 843,155

そ の 他 886,504

負 債 合 計 22,742,178

純 資 産 の 部

株 主 資 本 11,077,000

資 本 金 1,301,678

資 本 剰 余 金 1,504,462

利 益 剰 余 金 8,270,859

その他の包括利益累計額 △3,739

その他有価証券評価差額金 △3,739

新 株 予 約 権 9,467

純 資 産 合 計 11,082,728

資 産 合 計 33,824,906 負 債 ・ 純 資 産 合 計 33,824,906
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連 結 損 益 計 算 書
（平成23年５月21日から平成24年５月20日まで）

  （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  76,135,600

売 上 原 価  55,758,471

売 上 総 利 益  20,377,128

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  16,855,711

営 業 利 益  3,521,417

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,737  

受 取 家 賃 43,048  

補 助 金 給 付 金 収 入 42,157  

備 品 什 器 受 贈 益 26,881  

そ の 他 85,522 205,347

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 91,912  

賃 貸 原 価 24,139  

そ の 他 18,938 134,990

経 常 利 益  3,591,775

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,059 2,059

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 3,134  

店 舗 閉 鎖 損 失 834  3,969

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  3,589,865

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 1,578,681  

法 人 税 等 調 整 額 △51,581 1,527,099

少数株主損益調整前当期純利益  2,062,765

当 期 純 利 益  2,062,765
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連結株主資本等変動計算書
（平成23年５月21日から平成24年５月20日まで）

(単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

平 成 2 3 年 ５ 月 2 1 日 残 高 1,294,330 1,497,114 6,386,596 9,178,041

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額     

新 株 の 発 行  7,348  7,348 　 14,696

剰 余 金 の 配 当   △178,502 △178,502

当 期 純 利 益   2,062,765 2,062,765

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

    

連結会計年度中の変動額合計 7,348 7,348 1,884,263 1,898,959

平 成 2 4 年 ５ 月 2 0 日 残 高 1,301,678 1,504,462 8,270,859 11,077,000

 

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平 成 2 3 年 ５ 月 2 1 日 残 高 △4,804 △4,804 7,004 9,180,240

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額     

新 株 の 発 行     14,696

剰 余 金 の 配 当   　 △178,502

当 期 純 利 益   　 2,062,765

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

1,064 1,064 2,463 3,528

連結会計年度中の変動額合計 1,064 1,064 2,463 1,902,487

平 成 2 4 年 ５ 月 2 0 日 残 高 △3,739 △3,739 9,467 11,082,728
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連 結 注 記 表
　

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び名称 １社　　株式会社青木二階堂

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用する関連会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

・商品 売価還元法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産除く）

・建物（建物附属設備を除く）

平成10年３月31日以前に取得したものは、法人税法

に規定する旧定率法によっております。

 平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得

したものは、法人税法に規定する旧定額法によって

おります。

 平成19年４月１日以降に取得したものは、法人税法

に規定する定額法によっております。

 ・建物以外

 平成19年３月31日以前に取得したものは、法人税法

に規定する旧定率法によっております。

 平成19年４月１日以降に取得したものは、法人税法

に規定する定率法によっております。

ロ．無形固定資産

（リース資産除く）

　定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

　　　ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。なお、所有権移転外ファ
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イナンス・リース取引のうちリース取引開始日が平

成20年５月20日以前のリース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

③　引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

ニ．ポイント引当金 ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使

用に備えるため、将来使用されると見込まれる額を

計上しております。

ホ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用処理しておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとしております。

ヘ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項　

　　消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。　

(5)連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更　

①会計方針の変更　

　該当事項はありません。

　

②表示方法の変更

　該当事項はありません。
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③追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24

号 平成21年12月４日）を適用しております。

　

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物  563,286千円

計  563,286千円

（上記に対応する債務）

短期借入金  54,814千円

長期借入金  51,647千円

計  106,461千円

(2) 有形固定資産減価償却累計額 6,000,709千円

　

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

連結会計年度末日の発行済株式の総数     

普通株式 7,771,000株

(2) 自己株式の数に関する事項

連結会計年度の末日において保有している自己株式はありません。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成23年８月18日
定 時 株 主 総 会

普通株式 93,120 12 平成23年５月20日 平成23年８月19日

平成23年12月16日
取 締 役 会

普通株式 85,382 11 平成23年11月20日 平成24年２月１日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

次のとおり付議いたします。

付 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成24年８月17日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 147,649 19 平成24年５月20日 平成24年８月20日
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(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

区分 内訳
目的とな
る株式の
種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結会
計年度末

提出会社
（親会社）

ストック・オ
プションとし
ての新株予約
権

－ － － － － 9,467

合計 － － － － － 9,467

（注）上表ストック・オプションとしての新株予約権のうち、平成23年新株予約権は権利行使

期間の初日が到来しておりません。

　

４．金融商品に関する注記　

(1)金融商品の状況に関する事項　

①金融商品に対する取組方針

　  　当社グループは、資金調達については、設備投資計画に照らして主に銀行借入によって

おります。余裕資金が生じる場合の資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、

投機的な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

    　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取

引先との関係を勘案し保有状況を確認しております。

　  　敷金及び保証金は、主に土地、建物の賃借時に差入れているものであり、差入先の信用

リスクに晒されていますが、定期的に差入先ごとの期日及び残高管理をするとともに、与

信・債権管理規程に従い、必要に応じてリスクの軽減を図っております。

　  　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが支払までの期間は短期となって

おります。また、借入金は主に、新規店舗の建物建築資金等の調達を目的としたものであ

り、償還日は原則として７年以内であります。これらは資金調達に係る流動性リスクに晒

されていますが、当社グループでは年次及び月次の資金繰計画表を作成するなどの方法に

より管理しております。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　  　金融商品の時価は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件を採用して

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2）金融商品の時価等に関する事項　

　平成24年５月20日（当期連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは含まれておりません。(（注）２．参照）

          （単位：千円）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

 (1) 現金及び預金　 　4,719,214 　4,719,214 　－

（2）投資有価証券　 　 　 　

　　 その他有価証券　 　       70,060 　       70,060 　       －

（3）敷金及び保証金　        1,751,895        1,449,500        △302,394

 (4) 買掛金　 　10,770,166 　10,770,166 　－

 (5) 短期借入金　 　1,351,073 　1,351,073 　－

（6）長期借入金　 4,279,913 4,219,573 △60,339

　（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、(4) 買掛金及び(5) 短期借入金

　これらは短期で決済されるもので、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

（2）投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

（3）敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価については、差入先ごとに、その将来キャッシュ・フローを

国債の利回り等適切な指標で割引いた現在価値により算定しております。

（6）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割引いた現在価値により算定しております。　

　　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　

　区分 　連結貸借対照表計上額

　非上場株式 　9,900

　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、「（2）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。　
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５．賃貸等不動産に関する注記

　  賃貸等不動産の総額が重要性に乏しいため、時価の開示の注記を省略しております。

　　　

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,424円95銭

(2) １株当たり当期純利益 265円73銭

　
７．資産除去債務に関する注記

１.当該資産除去債務の概要　

　主として、店舗施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

２.当該資産除去債務の金額の算定方法　

　除去費用については、過去において店舗の閉店に伴い発生した原状回復費用の実績等か

ら割引前将来キャッシュ・フローを見積っております。使用見込期間については主たる資

産の耐用年数の残存期間としております。割引率については、使用見込期間に対応した国

債の利回りを使用しております。これらの数値を基礎に資産除去債務の金額を計算してお

ります。

　

３.当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

　

期首残高　　　　　　　　　　　　　　765,464千円

有形固定資産の取得に伴う増加額　　　 63,106千円　　　

その他増減額（△は減少）　　　　　　 14,584千円

期末残高　　　　　　　　　　　　    843,155千円　

　

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　

９. その他の注記

（未適用の会計基準等）

（1）概要　
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）及び「退職

給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

（2）適用予定日

適用予定日については、未定であります。

（3）新しい会計基準等の適用による影響

影響額については、現時点で見積ることは困難であります。

 



（注）連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に記載の金

額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成24年５月20日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 　 　 債 　 　 の 　 　 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

15,929,930

4,628,602

816,530

8,558,740

2,171

762,502

1,153,256

8,127

17,805,205

14,587,592

11,137,374

1,053,564

2,207

178,959

1,047,937

1,045,945

121,603

682,263

568,485

525

102,594

8,649

2,009

2,535,349

75,060

14,900

8,208

9,119

121,239

177,361

1,751,895

377,565

流 動 負 債 16,422,628

買 掛 金 10,770,166

1年以内返済予定長期借入金 1,351,073

リ ー ス 債 務 285,111

未 払 金 1,287,221

未 払 法 人 税 等 1,017,363

未 払 消 費 税 等 21,041

賞 与 引 当 金 648,983

役 員 賞 与 引 当 金 29,000

ポ イ ン ト 引 当 金 964,313

そ の 他 48,355

固 定 負 債 6,318,981

長 期 借 入 金 4,279,913

退 職 給 付 引 当 金 68,568

役員退職慰労引当金 240,840

リ ー ス 債 務 840,300

資 産 除 去 債 務 843,155

そ の 他 46,203

負 債 合 計 22,741,610

純 資 産 の 部

株 主 資 本 10,987,799

資 本 金 1,301,678

資 本 剰 余 金 1,504,462

資 本 準 備 金 1,453,918

その他資本剰余金 50,544

利 益 剰 余 金 8,181,658

利 益 準 備 金 50,000

その他利益剰余金 8,131,658

別 途 積 立 金 6,150,000

繰越利益剰余金 1,981,658

評価・換算差額等 △3,739

その他有価証券評価差額金      △3,739

新 株 予 約 権 9,467

純 資 産 合 計 10,993,526

資 産 合 計 33,735,136 負 債 ・ 純 資 産 合 計 33,735,136
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損　益　計　算　書
（平成23年５月21日から平成24年５月20日まで）

  （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  76,135,600

売 上 原 価  55,758,471

売 上 総 利 益  20,377,128

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  16,896,588

営 業 利 益  3,480,540

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,719  

受 取 家 賃 63,003  

補 助 金 給 付 金 収 入 42,157  

備 品 什 器 受 贈 益 26,881  

そ の 他 92,005 231,768

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 91,912  

賃 貸 原 価 37,254  

そ の 他 18,846 148,012

経 常 利 益  3,564,295

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,059 2,059

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 3,134  

店 舗 閉 鎖 損 失 834  3,969

税 引 前 当 期 純 利 益  3,562,385

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 1,575,831  

法 人 税 等 調 整 額 △60,633 1,515,198

当 期 純 利 益  2,047,187
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株主資本等変動計算書
（平成23年５月21日から平成24年５月20日まで）

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合 計

資本準備金
そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成23年５月21日残高 1,294,330 1,446,570 50,544 1,497,114 50,000 5,300,000 962,973 6,312,973 9,104,417

事業年度中の変動額          

新 株 の 発 行  7,348  7,348   7,348  　 　 　 14,696

別途積立金の積立      850,000 △850,000 － －

剰余金の配当       △178,502 △178,502 △178,502

当 期 純 利 益       2,047,187 2,047,187 2,047,187

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

         

事業年度中の変動額合計 7,348 7,348 － 7,348 － 850,000 1,018,685 1,868,685 1,883,381

平成24年５月20日残高 1,301,678 1,453,918 50,544 1,504,462 50,000 6,150,000 1,981,658 8,181,658 10,987,799

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成23年５月21日残高 △4,804 △4,804 7,004 9,106,617

事業年度中の変動額     

新 株 の 発 行   　 14,696

別途積立金の積立   　 －

剰余金の配当   　 △178,502

当 期 純 利 益   　 2,047,187

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

1,064 1,064 2,463 3,528

事業年度中の変動額合計 1,064 1,064 2,463 1,886,909

平成24年５月20日残高 △3,739 △3,739 9,467 10,993,526
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個 別 注 記 表
　

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券  

・時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

③　たな卸資産

・商品 売価還元法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　（リース資産を除く）

・建物（建物附属設備を除く）

平成10年３月31日以前に取得したものは、法人税

法に規定する旧定率法によっております。

 平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取

得したものは、法人税法に規定する旧定額法によ

っております。

 平成19年４月１日以降に取得したものは、法人税

法に規定する定額法によっております。

 ・建物以外

 平成19年３月31日以前に取得したものは、法人税

法に規定する旧定率法によっております。

 平成19年４月１日以降に取得したものは、法人税

法に規定する定率法によっております。

②　無形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

③　リース資産

　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。なお、所有権移転外

ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始

日が平成20年５月20日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によって

おります。
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　(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

③　役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

④　ポイント引当金 ポイントカードにより顧客に付与したポイントの

使用に備えるため、将来使用されると見込まれる

額を計上しております。

⑤　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

 過去勤務債務は、その発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理しております。数理計算上

の差異は、その発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

⑥　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(5) 追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21

年12月４日）を適用しております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物  563,286千円

計  563,286千円

（上記に対応する債務）

１年以内返済予定長期借入金 54,814千円

長期借入金  51,647千円

計  106,461千円

(2) 有形固定資産減価償却累計額 6,000,709千円

　

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高 238,666千円

営業取引以外の取引高 27,155千円

 　 

　４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

　事業年度の末日において保有している自己株式はありません。

　

５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 245,056千円

ポイント引当金 364,124千円

役員退職慰労引当金 85,209千円

退職給付引当金 24,259千円

未払事業税 39,691千円

その他有価証券評価差額金 2,047千円

資産除去債務 298,308千円

その他 189,991千円

繰延税金資産小計 1,248,689千円

評価性引当額 △100,135千円

繰延税金資産合計 1,148,553千円

　



－ 32 －

繰延税金負債　

資産除去債務に対応する除去費用　 △208,690千円

繰延税金負債合計　 △208,690千円

　

繰延税金資産（負債）の純額　 939,863千円

　

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。　

流動資産－繰延税金資産 762,502千円

固定資産－繰延税金資産 177,361千円

　

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因になった主な項目

別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

住民税均等割 1.7％

雇用促進税制による税額控除 △2.5％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.3％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.5％

　

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施す

るために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12

月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び

復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.4％から平成24年５月21日に開始する

事業年度から平成26年５月21日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について

は37.8％に、平成27年５月21日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につ

いては、35.4％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

80,353千円減少し、法人税等調整額が80,060千円、その他有価証券評価差額金が292千円、

それぞれ増加しております。
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両運搬具及び工具器具備品等の一部については、

所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

　

７．関連当事者との取引に関する注記

　　　該当事項はありません。　　

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,413円47銭

(2) １株当たり当期純利益 263円73銭

　

９．資産除去債務に関する注記

１.当該資産除去債務の概要　

　主として、店舗施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

２.当該資産除去債務の金額の算定方法　

　除去費用については、過去において店舗の閉店に伴い発生した原状回復費用の実績等か

ら割引前将来キャッシュ・フローを見積っております。使用見込期間については主たる資

産の耐用年数の残存期間としております。割引率については、使用見込期間に対応した国

債の利回りを使用しております。これらの数値を基礎に資産除去債務の金額を計算してお

ります。

　

３.当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

　

期首残高　　　　　　　　　　　　　　765,464千円

有形固定資産の取得に伴う増加額　　　 63,106千円　　　

その他増減額（△は減少）　　　　　　 14,584千円

期末残高　　　　　　　　　　　　    843,155千円

　

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。　　

　　

　

　



（注）貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載の金額は、千円未

満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年７月４日 

 株式会社クスリのアオキ  

 取締役会　御中  

 有限責任 あずさ監査法人  

 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 下 清 司 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小酒井　雄　三 ㊞
 

 　
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社クスリのアオキの平成23
年５月21日から平成24年５月20日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社クスリのアオキ及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。　　

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年７月４日 

 株式会社クスリのアオキ  

 取締役会　御中  

 有限責任 あずさ監査法人  

 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 下 清 司 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小酒井　雄　三 
 

 　　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社クスリのアオキの平
成23年５月21日から平成24年５月20日までの第28期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類
及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。
　

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成23年５月21日から平成24年５月20日までの第28期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ
の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて
いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。
　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役及び有限責任あずさ
監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。　
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方
法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検
討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係
る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた
しました。　
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、

指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

 

 平成24年７月６日  

 株式会社　クスリのアオキ　監査役会  

 

常勤監査役 田 中 誠 一 

社外監査役 隅 谷 　 護 

社外監査役 笹 野 　 守 

 

以　上
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株主総会参考書類

　

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、安定的かつ継続的な配当を実施していくこと

を基本方針とし、併せて経営基盤強化のために内部留保の充実を図ってまいり

たいと存じます。

　内部留保資金につきましては、新規店舗の出店資金に充当する予定であり、

事業拡大を図るために有効に投資してまいりたいと考えております。

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　第28期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を

勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。なお、当期は当

社普通株式１株につき中間配当金11円をすでにお支払いしておりますので、

これを加えた年間配当金は当社普通株式１株につき30円となります。

(1）配当財産の種類

　金銭といたします。

(2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金19円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は147,649,000円となります。

(3）剰余金の配当が効力を生じる日

　平成24年８月20日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

(1）増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 1,750,000,000円

(2）減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 1,750,000,000円
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第２号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（８名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 数

１
あお

青
き

木
けい

桂
せい

生
(昭和17年２月13日生)

昭和51年６月　有限会社青木二階堂薬局設立取締役

昭和56年11月　同社代表取締役

昭和60年１月　当社設立代表取締役社長

平成11年７月　有限会社二階堂設立代表取締役

平成12年８月　株式会社ツルハ社外取締役

平成15年８月　当社代表取締役会長

平成17年11月　株式会社ツルハホールディングス社外

取締役（現任）

平成22年８月　当社取締役会長（現任）

800,000株

２

あお

青　
き

木　
やす

保
と

外
し

志

(昭和24年１月２日生)

昭和51年６月　有限会社青木二階堂薬局設立監査役

昭和56年３月　有限会社三和薬商代表取締役

昭和60年１月　当社設立代表取締役専務

平成11年６月　代表取締役副社長

平成15年８月　代表取締役社長

平成24年５月　代表取締役社長兼社長執行役員（現

任）

838,000株

３
あお

青
き

木
ひろ

宏
のり

憲
(昭和47年４月６日生)

平成８年４月　大塚製薬株式会社入社

平成15年２月　当社入社

平成18年４月　管理部長

平成18年７月　執行役員管理部長

平成19年５月　執行役員人事教育部長

平成20年11月　執行役員調剤事業本部長

平成22年５月　執行役員営業本部長兼営業推進室長

平成22年６月　株式会社青木二階堂代表取締役社長

平成22年８月　当社代表取締役専務兼営業本部長兼営

業推進室長

平成24年５月　代表取締役兼専務執行役員営業本部長

（現任）

300,000株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 数

４
かき

垣
うち

内
のぶ

伸
ひこ

彦
(昭和27年２月27日生)

昭和49年４月　株式会社北國銀行入行

平成18年２月　当社出向、経理部長

平成18年８月　当社入社経理部長

平成18年８月　取締役経理部長

平成19年５月　常務取締役管理本部長兼経理部長

平成20年５月　常務取締役管理本部長

平成22年５月　常務取締役（総合推進担当）

平成23年５月　常務取締役（経営推進兼財務担当）

平成24年５月　取締役兼常務執行役員（企業倫理・コ

ンプライアンス兼財務担当）（現任）

2,500株

５
み

三
さわ

沢
こう

康
じ

司
(昭和30年10月10日生)

昭和54年４月　アルビス株式会社入社

平成10年４月　当社入社取締役開発担当部長

平成15年８月　取締役開発部長兼執行役員

平成17年５月　常務取締役開発部長（開発担当・新潟

地区担当・店舗活性化担当）

平成18年５月　常務取締役開発部長（開発担当）

平成19年５月　常務取締役開発本部長兼店舗開発部長

平成22年５月　常務取締役店舗開発部長

平成24年５月　取締役兼常務執行役員店舗開発部長

（現任）

35,000株

６
さわ

澤
の

野
かず

和
ひこ

彦
(昭和33年３月19日生)

昭和55年４月　弘前健生病院薬剤部入社

昭和58年11月　有限会社青木二階堂薬局入社

平成７年11月　当社入社

平成15年５月　薬事部長

平成15年８月　執行役員薬事部長

平成19年５月　執行役員営業副本部長（薬事担当）

平成19年８月　取締役営業副本部長（薬事担当）

平成20年３月　取締役（薬事担当）

平成21年12月　取締役（薬事担当）兼ファーマシー企

画部長

平成22年５月　取締役（薬事担当）

平成24年５月　取締役兼執行役員薬事担当部長（現

任）

27,000株
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 数

７
つる

鶴
は

羽 　
たつる

樹
(昭和17年２月11日生)

昭和51年６月　株式会社ツルハ入社

昭和53年７月　同社取締役

平成８年８月　同社代表取締役専務

平成９年８月　同社代表取締役社長

平成16年８月　当社社外取締役（現任）

平成17年８月　株式会社ツルハホールディングス代表

取締役社長

平成19年１月　株式会社くすりの福太郎取締役

（現任）

平成20年８月　株式会社ツルハ代表取締役社長兼社長

執行役員（現任）

平成20年８月　株式会社ツルハホールディングス代表

取締役社長兼社長執行役員（現任）　

2,000株

８
い

井
もと

元 　
てつ

哲
お

夫
(昭和25年３月16日生)

昭和49年３月　ジャスコ株式会社（現イオン株式会

社）入社

平成10年５月　同社取締役

平成15年10月　株式会社マイカル九州（現イオン九州

株式会社）取締役兼代表執行役社長

平成18年５月　イオン株式会社常務執行役

平成20年10月　株式会社ＣＦＳコーポレーション代表
取締役副社長

平成22年５月　同社代表取締役会長

平成22年５月　イオンクレジットサービス株式会社取

締役会長

平成22年８月　イオンキミサワ株式会社社外取締役

（現任）

平成23年３月　イオン株式会社執行役ドラッグ・ファ

ーマシー事業最高経営責任者（現任）

平成23年４月　株式会社イオン銀行顧問

平成23年６月　同行取締役副会長

平成23年８月　株式会社ツルハホールディングス社外

監査役（現任）

平成23年８月　当社社外取締役（現任）

平成23年11月　グローウェルホールディングス株式会

社社外取締役（現任）

平成24年５月　株式会社ＣＦＳコーポレーション顧問

（現任）

平成24年５月　タキヤ株式会社社外取締役（現任）

－
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（注）１．鶴羽　樹氏は、株式会社ツルハ代表取締役社長兼社長執行役員を務めており、同社と

　　　　　の間で、業務・資本提携を行っております。　

２．その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。　

３．鶴羽　樹氏及び井元哲夫氏は、社外取締役候補者であります。

４．社外取締役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。

(1）社外取締役候補者の選任理由について

①　鶴羽　樹氏は、株式会社ツルハホールディングス代表取締役社長兼社長執行役員

を務めており、経営者としての豊富な経験、実績、見識を有しております。取締

役として大所高所から事業に有益な助言を行っていただき、当社の企業価値向上

に反映していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

②　井元哲夫氏は、イオン株式会社執行役ドラッグ・ファーマシー事業最高経営責任

者を務めており、経営者としての豊富な経験、実績、見識を有しております。取

締役として大所高所から事業に有益な助言を行っていただき、当社の企業価値向

上に反映していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

(2）社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について

鶴羽　樹氏及び井元哲夫氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会の終結の

時をもって、鶴羽　樹氏は８年、井元哲夫氏は１年であります。

(3）社外取締役との責任限定契約について

当社は、社外取締役がその能力を十分発揮し、期待される役割を果たし得るため、

現行定款において、社外取締役との間で、責任限定契約を締結できる旨を定めてお

ります。これにより当社は、鶴羽　樹氏及び井元哲夫氏との間で責任限定契約を締

結しており、両氏が取締役に選任された場合には、社外取締役として当社との間で

当該責任限定契約を継続する予定であります。その契約内容の概要は、次のとおり

であります。

・社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、法令が

定める額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂

行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。　
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第３号議案　監査役２名選任の件

　本総会の終結の時をもって監査役田中誠一氏及び隅谷　護氏が任期満了とな

ります。つきましては監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 数

１
た

田
なか

中
せい

誠
いち

一
(昭和24年１月11日生)

昭和48年４月　株式会社北國銀行入行

平成13年４月　同行監査役室調査役

平成20年６月　当社入社内部監査室付部長

平成20年７月　株式会社青木二階堂監査役　　

平成20年８月　当社常勤監査役（現任）

平成24年５月　株式会社Ａ２ロジ監査役（現任）

2,000株

２
すみ

隅
たに

谷 　
まもる

護
(昭和17年11月25日生)

昭和46年５月　石川県庁入庁

平成10年４月　同庁環境安全部次長

平成13年４月　石川県技監

平成14年４月　独立行政法人科学技術振興機構研究

成果活用プラザ石川技術参事

平成16年８月　当社社外監査役（現任）　　　　

1,000株

（注）１．田中誠一氏は、株式会社Ａ２ロジ監査役を務めており、同社は、当社店舗への商品配

送業務を管理する当社49％出資の合弁会社であります。同氏と当社との間には、特別

の利害関係はありません。また、隅谷　護氏と当社との間には、特別の利害関係はあ

りません。

２．隅谷　護氏は、社外監査役候補者であります。

３．社外監査役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。

(1）社外監査役候補者の選任理由について

　　隅谷　護氏は、地方行政に携わった豊富な経験と見識を有しており、当社の監査体

制強化に反映していただくため、社外監査役として選任をお願いするものでありま

す。また、同氏は社外取締役又は社外監査役になること以外の方法で会社の経営に

関与された経験はありませんが、上記の理由により社外監査役の職務を適切に遂行

することができると判断いたします。なお、当社は、同氏を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として届出ております。　　

(2）社外監査役候補者が社外監査役に就任してからの年数について

　　隅谷　護氏の当社社外監査役としての在任期間は、本総会の終結の時をもって８年

であります。
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(3）社外監査役との責任限定契約について

　　当社は、社外監査役がその能力を十分発揮し、期待される役割を果たし得るため、

現行定款において、社外監査役との間で、責任限定契約を締結できる旨を定めてお

ります。これにより当社は、隅谷　護氏との間で責任限定契約を締結しており、同

氏が監査役に選任された場合には、社外監査役として当社との間で当該責任限定契

約を継続する予定であります。その契約内容の概要は、次のとおりであります。

　・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、法令　

が定める額を限度として、その責任を負う。

　・上記の責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂

行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。　　　
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の

選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略　　　　　　　　歴
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 数

もり

森
おか

岡
しん

真
いち

一
(昭和52年３月18日生)

平成15年11月　弁護士登録

平成17年８月　兼六法律事務所（現弁護士法人兼六法律事務

所）入所

－

（注）１．森岡真一氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．同氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．補欠の社外監査役候補者に関する特記事項は以下のとおりであります。

(1）補欠の社外監査役候補者の選任理由について

　　森岡真一氏は、弁護士としての専門的見地及び見識を持つとともに商事問題に関す

る豊富な経験を有しており、当社の監査体制強化に反映していただくため、補欠の

社外監査役として選任をお願いするものであります。また、同氏は社外取締役又は

社外監査役になること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、

上記の理由により社外監査役の職務を適切に遂行することができると判断いたしま

す。

(2）補欠の社外監査役との責任限定契約について

　　当社は、社外監査役がその能力を十分発揮し、期待される役割を果たし得るため、

現行定款において、社外監査役との間で、責任限定契約を締結できる旨を定めてお

ります。これにより森岡真一氏が監査役に就任された場合には、社外監査役として

当社との間で当該責任限定契約を締結する予定であります。その契約内容の概要は、

次のとおりであります。

　・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、法令　

が定める額を限度として、その責任を負う。

　・上記の責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂

行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。　　　
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第５号議案　役員賞与支給の件

　当期の役員賞与につきましては、当期の業績等を勘案して、当期末の常勤取

締役（業務執行取締役）６名に対し総額28,000,000円、当期末の常勤監査役１

名に対し1,000,000円を支給いたしたいと存じます。

　なお、各常勤取締役に対する金額は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

　

第６号議案　取締役の報酬額改定の件

　当社の取締役の報酬額は、平成12年８月18日開催の第16回定時株主総会にお

いて、年額200百万円以内と決議いただき今日に至っております。

　その後の経済情勢の変化、さらに取締役の業績向上に対する意欲や士気を高

めるため、報酬のうち賞与部分につきましては業績に連動した利益連動給与を

導入することなど諸般の事情を勘案して、取締役の報酬額を年額300百万円以内

（うち社外取締役分10百万円）と改めさせていただきたいと存じます。また、

取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない

ものといたしたいと存じます。

　なお、第２号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役は８名（うち社

外取締役２名）となります。
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第７号議案　ストックオプションとして新株予約権を発行する件

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、下記の要領により、当

社の取締役、執行役員及び従業員に対し、ストックオプションとして新株予約

権を発行することにつき、ご承認をお願いするものであります。

　なお、取締役に付与する分については、取締役に対する報酬等として会社法

第361条に定める事項も併せてご承認をお願いするものであります。

　

記

　

１．金銭の払込みを要しないで募集を行うことを必要とする理由

　当社の業績向上に対する意欲や士気を一層高め、中長期的な株主価値の向

上を図ることを目的として、当社の取締役、執行役員及び従業員に対し、ス

トックオプションとして新株予約権を発行するものであります。

２．新株予約権の割当日

平成24年９月24日

３．株主総会決議による委任に基づき募集事項の決定をすることができる募集

新株予約権の数の上限

181個

４．新株予約権の払込金額

　無償（本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しない。）

５．新株予約権発行の内容

(1) 本新株予約権の目的である株式の数

①　本新株予約権１個当たりの新株予約権の目的である株式の数（以下、

「目的株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。

②　本新株予約権の目的である株式の総数は、当社普通株式18,100株とす

る。

③　当社が株式無償割当、株式分割又は株式併合を行う場合、当社は次の

算式により目的株式数を調整する。

調整後

目的株式数
＝

調整前

目的株式数
× 無償割当、分割又は併合の比率

④　当社は、前号の調整を行った場合、調整が行われた旨及びその内容を、

遅滞なく本新株予約権者に対して通知する。

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①　本新株予約権の行使に際して出資される財産（金銭に限る。）の価額

（以下、「出資価額」という。）は、当該時点における目的株式数１

株当たりの出資価額（以下、「行使価額」という。）に目的株式数を

乗じた金額とし、当初行使価額は、以下に従い算出される金額とする。

ただし、いかなる場合においても、出資価額は当初行使価額を上回ら

ない。
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（当初行使価額）

　新株予約権割当日の属する月の前月の各日の東京証券取引所におけ

る当社の普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値（終

値のない日を除く。）とする（１円未満の端数は切り上げるものとす

る。）。ただし、当該平均値が新株予約権の割当日の前営業日の東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の終値（取引が成立し

ない場合はその前日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。

②　当社が株式無償割当、株式分割又は株式併合を行う場合、当社は、次

の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数を

切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

無償割当、分割又は併合の比率

③　当社は、前号の調整を行った場合、調整が行われた旨及びその内容を、

遅滞なく本新株予約権者に対して通知する。

(3) 本新株予約権を行使することができる期間

　平成26年10月１日から平成28年９月30日までの期間とする。

(4) 本新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係

会社（「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第８条

第８項により定義される会社をいう。以下同じ。）の取締役、監査役

又は従業員であることを要する。ただし、対象者が当社又は当社の関

係会社の取締役又は監査役を任期満了により退任した場合及び従業員

を定年により退職した場合はこの限りではない。

②　上記①ただし書以下の場合であっても、新株予約権者が当社又は当社

の関係会社と競業関係にあると取締役会が判断する会社の役員、使用

人、嘱託、顧問又はコンサルタントとなった場合には、新株予約権の

行使は認めない。

③　新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

④　その他の行使の条件は、取締役会決議により決定する。

(5) 端数処理

　本新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満た

ない端数がある場合、これを切り捨てる。

(6) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

　行使に際して払込み又は給付をした財産の額（資本金等増加限度額）と

して会社計算規則第17条第１項に定める額の２分の１の額を資本金として

計上し（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた

額とする。）、その余を資本準備金として計上する。
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(7) 本新株予約権の取得

①　当社が消滅会社となる合併契約又は当社が完全子会社となる株式交換

契約もしくは株式移転計画が当社株主総会又は取締役会で承認された

場合、当社は、当社取締役会において別途決定する日において、本新

株予約権を無償で取得することができる。

②　本新株予約権者が上記(4) に定める条件に該当しなくなった場合、当

社は、当社取締役会において別途決定する日において、本新株予約権

を無償で取得することができる。

③　その他の条件については、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。

④　前３号の場合における手続は、当社が定めるところによる。

(8) 本新株予約権の譲渡制限

　本新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。

(9) 本新株予約権証券の不発行

　当社は、本新株予約権に係る新株予約権証券を発行しない。

(10) 合併等における新株予約権の交付

①　当社は、当社を消滅会社とする合併（以下、「本合併」という。）を

行う場合において、吸収合併契約又は新設合併契約（以下、総称して

「合併契約」という。）の規定に従い、本新株予約権の新株予約権者

に本合併後存続する株式会社又は本合併により設立する株式会社（以

下、総称して「存続会社」という。）の新株予約権を交付することが

できる。

②　前号の場合における新株予約権の交付の条件は以下のとおりとする。

ただし、合併契約において別に定める場合はこの限りではない。

(a) 交付される新株予約権（以下、「承継新株予約権」という。）の目

的である存続会社の株式の数

　交付時の交付新株予約権の目的である存続会社の株式の数（以下、

「承継目的株式数」という。）は、次の算式により算出される。

承継目的

株式数
＝

合併の効力発

生直前におけ

る目的株式数

×

合併契約に定める当社の株式１株

に対する存続会社の株式の割当て

の比率（以下、「割当比率」とい

う。）



－ 50 －

(b) 承継新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　承継新株予約権の行使に際して出資される財産（金銭に限る。）の

価額（以下、「承継出資価額」という。）は、当該時点における承継

目的株式数１株当たりの出資価額（以下、「承継行使価額」という。）

に承継目的株式数を乗じた金額とし、交付時の承継行使価額は、次の

算式により算出され、算出の結果生じる１円未満の端数を切り上げる。

ただし、いかなる場合においても、承継出資価額は出資価額を上回ら

ない。

承継行使価額 ＝ 行使価額 ×
１

割当比率

③　当社は、当社を吸収分割会社とする吸収分割（以下、「本吸収分割」

という。）を行う場合において、吸収分割契約の規定に従い、本新株

予約権の新株予約権者に吸収分割承継会社の新株予約権を交付するこ

とができる。この場合における新株予約権の交付の条件は前号を準用

し、同号における「存続会社」は「吸収分割承継会社」と、「合併」

は「吸収分割」と、「合併契約」は「吸収分割契約」と、それぞれ読

み替える。ただし、吸収分割契約において別に定める場合はこの限り

ではない。

④　当社は、新設分割（以下、「本新設分割」という。）を行う場合にお

いて、新設分割計画の規定に従い、本新株予約権の新株予約権者に新

設分割設立会社の新株予約権を交付することができる。この場合にお

ける新株予約権の交付の条件は第２号を準用し、同号における「存続

会社」は「新設分割設立会社」と、「合併」は「新設分割」と、「合

併契約」は「新設分割計画」と、それぞれ読み替える。

⑤　当社は、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下、「本株式

交換」という。）を行う場合において、株式交換契約の規定に従い、

本新株予約権の新株予約権者に株式交換完全親会社の新株予約権を交

付することができる。この場合における新株予約権の交付の条件は第

２号を準用し、同号における「存続会社」は「株式交換完全親会社」

と、「合併」は「株式交換」と、「合併契約」は「株式交換契約」と、

それぞれ読み替える。ただし、株式交換契約において別に定める場合

はこの限りではない。

⑥　当社は、株式移転（以下、「本株式移転」という。）を行う場合にお

いて、株式移転計画の規定に従い、本新株予約権の新株予約権者に株

式移転設立完全親会社の新株予約権を交付することができる。この場

合における新株予約権の交付の条件は第２号を準用し、同号における

「存続会社」は「株式移転設立完全親会社」と、「合併」は「株式移

転」と、「合併契約」は「株式移転計画」と、それぞれ読み替える。
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(11) 細目事項

　新株予約権に関する細目事項は、取締役会決議により決定する。

６．取締役に対して割当てる新株予約権の取締役報酬に関する事項

　当社の取締役の報酬額は、平成12年８月18日開催の株主総会において年額

200百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない。）として承

認されており、本総会において第６号議案（取締役の報酬額改定の件）が原

案どおり承認可決されると、年額300百万円以内となりますが、当該報酬枠と

は別に、ストックオプションによる報酬等として、当社取締役に対して40個

（うち社外取締役に対しては10個）を上限に上記第５項に記載の内容による

本新株予約権を交付することとし、各取締役に対する個別の交付数について

は、各自の業績、業務成績、能力、貢献度合、勤続年数、功労割合等の要素

を総合的に考慮したうえ当社取締役会において決定いたしたいと存じます。

なお、第２号議案が原案どおり承認可決された場合、対象となる取締役の員

数は８名（うち社外取締役２名）となります。

　なお、本件新株予約権の価額については、企業会計基準委員会が平成17年

12月27日に公表している企業会計基準第８号の「ストック・オプション等に

関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第11号の「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準の適用指針」に従い、適切に評価した価額といたしま

す。

７．報酬としての相当性

　当社の取締役に対し、本新株予約権を付与することについては、役務の対

価としてのストックオプション目的で付与するものであり、業績向上に対す

る意欲や士気を高めることを目的とするものであることから、取締役の報酬

等として、いずれも相当であると存じます。

　

以　上
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